
令和 6 年３月現在 

居宅介護支援重要事項説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービスご利用に際し、必ずお読み下さい 
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 居宅介護支援重要事項説明書 

 

 

この居宅介護支援重要事項説明書は、お客様が居宅介護支援サービスを受けるに際し、お客

様やそのご家族に対し、当社の事業運営規定の概要や従事者などの勤務体制等、お客様のサ

ービスの選択に資すると認められる重要事項を記したものです。 

 

第１条 事業目的および運営方針 

加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病などによる心身の状況に応じて、ご利用者の

尊厳を守り、その有する能力に応じ自立した生活が営めるよう支援していきます。また、介

護保険の趣旨に沿い、総合的かつ効率的にサービスが提供されるようサービス機関と連携し

公正中立な立場で適正な居宅介護支援の提供に努めます。 

利用申込者に対し、自ら適切な支援サービスを提供することが困難である場合は、他の事業

者を紹介する等必要な措置を取らせていただきます。 

 

第 2 条 当事業所の概要 

  （１）本社 

法人名 株式会社 KINA 

本社所在地 沖縄県宜野湾市嘉数２丁目２番１号 ５F 

代表者 喜納 正成 

代表番号 ＴＥＬ（098）897－0139    ＦＡＸ（098）897－0139      

 

  （２）サービス事業所 

事業所名 居宅介護支援事業所 おれんじ 

所在地 沖縄県浦添市西原１丁目１０－１ ２階 

連絡先 ＴＥＬ（098）988‐8331 ＦＡＸ（098）988－8332  

介護保険指定 

事業所番号 

居宅介護支援 

（4770800722 号） 

サービス提供地域 宜野湾市、浦添市、西原町、那覇市とする。その他の地域に居住されて

いる方については相談に応ずる。  

 

  （３）当事業所の職員体制 

 人員数 

管理者 1 名 

主任介護支援専門員 １名（管理者兼務） 

介護支援専門員 ２名 (常勤)  



 

 

  

 

（４）営業日および営業時間 

営業日 月曜日～金曜日 

営業時間 ８：３０ ～ １７：３０ 

休業日 土曜日・日曜日・国民の祝祭日・12 月 31 日～1 月 3 日 

緊急連絡先 （０９８）９８８－８３３１ (24 時間連絡体制整備) 

 

  

 （５）従業者の業務内容 

職種 業務内容 

 

 

管理者 

 

 

介護支援専門員などの従業者の管理、また居宅介護支援のご利用申し込

みに係る調整、業務の実施状況の把握、その他の管理を一元的に行いま

す。当事業所の従業者に厚生省令で定められた指定居宅介護支援の人員

基準および運営に関する基準を遵守させるために必要な指揮命令を行

います。 

 

 

介護支援専門員 

 

 

要介護状態にあるご利用者及びそのご家族のご相談を受け、ご利用者が

その心身の状況に応じて適切な居宅サービスの提供を受けられるよう、

また、必要に応じた施設サービスをご利用できるよう居宅サービス計画

を作成するとともに市・町・村、居宅サービス事業者、介護保険施設等

との連絡調整を行います。 

 

  第３条 居宅介護支援の内容 

居宅サービス提供までの流れと主な内容 

居宅サービス提供までの流れ 

・利用者やその家族等の相談業務 

・かかりつけ医や居宅サービス事業者との情報交換、連絡調整、利用者の状況の把握 

・アセスメントの結果をふまえケアプランの作成 

・サービス実施状況の把握、評価 

・給付管理 

・要介護認定申請に対する協力、援助 

 

※利用者の居宅への訪問頻度の目安 

 介護支援専門員が利用者の状況把握のため、利用者の居宅に要介護認定期間中少なくとも 

1 月に 1 回訪問する頻度 

 

 



 

 

サービス内容及び留意事項 

(1) 利用者は、介護支援専門員に対してケアプランを位置づける居宅サービス事業所について、 

複数の指定居宅サービス事業者の紹介を求めることや居宅サービス事業所等の選定理由に

ついて説明を求める事ができる。 

(2) 病院等に入院しなければならない場合には、退院後の在宅生活への円滑な移行を支援等す

るため、早期に病院等と情報共有や連携をする必要がありますので、病院等には担当する

介護支援専門員の名前や連絡先を伝えてください。 

(3)医療系サービスを希望している場合、その他必要な場合には、あらかじめ利用者の同意を得 

て、医師等の意見を求めるとともに、より円滑な連携に資するよう、当該意見を踏まえて作 

成した居宅サービス計画については、意見を求めた医師へ交付していきます。 

(4)ケアマネジメントの公正中立性の確保を図る観点から、事業所に、以下について、利用者に

説明を行うとともに、介護サービス情報公表制度において公表する。 

・前６ケ月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、 

福祉用具貸与の各サービスの利用割合 

・前６ケ月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、 

福祉用具貸与の各サービスごとの、同一事業所によって提供されたものの割合 

※利用状況別紙参照 

(5)オンラインツール等を活用した会議の開催 

利用者またはその家族の同意がある場合、サービス担当者会議及び入院中のカンファレン

スをテレビ電話装置等(オンラインツール)を活用して行うことができるものとする。 

その際、個人情報の適切な取扱いに留意する。 

(6)感染症の予防及び蔓延の防止のための措置 

感染症の予防及び蔓延を予防するため、次の措置を講ずるものとする。 

・感染症の予防及び蔓延防止のための従業者に対する研修及び訓練の実施 

・その他感染症の予防蔓延防止のために必要な措置(委員会の開催、指針整備等) 

(7)虐待の防止のための措置 

利用者の人権の擁護、虐待の防止等の観点から、虐待の発生又はその再発を防止する為、

次の措置を講ずるものとする。 

・虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果に 

ついて、従業者に周知徹底図る 

・虐待の防止のための指針を整備 

・虐待を防止するための従業者に対する定期的な研修の実施 

・上記措置を適切に実施するための担当者の配置 

事業者はサービス提供中に、虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに

これを市町村に通報するものとする。 

(8)雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保 

男女雇用機会均等法等におけるハラスメント対策に関する事業者の責務を踏まえつつ、ハ



 

 

ラスメント対策のため、次の措置を講ずるものとする。 

・従業者に対するハラストメントの指針の周知・啓発 

・従業者からの相談に応じ、適切に対処するための体制の整備 

・その他ハラスメント防止のために必要な措置 

(9)業務継続計画(ＢＣＰ)の策定等 

感染症や非常災害の発生時において、業務を継続的に実施、再開するための計画を策定し、

必要な研修及び訓練を定期的に開催するなどの措置を講じる。 

(10)他のサービス事業所との連携によるモニタリング 

  人材の有効活用及び指定居宅サービス事業者との連携促進によるケアマネジメントの質の 

向上の観点から、以下の要件を設けたうえで、テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用 

したモニタリングを可能とする。 

 ア 利用者の同意を得ること 

 イ サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治医、担当者がその他の関 

係者の合意を得ていること。 

 ウ 少なくとも 2 月に 1 回は利用者の居宅を訪問すること。 

(11)同一建物に居住する利用者へのケアマネジメント 

  利用者が居宅介護支援事業所と併設・隣接しているサービス付き高齢者向け住宅等に入居 

 している場合や、複数の利用者が同一の建物に入居している場合には、介護支援専門員の業 

務の実態を踏まえた評価となるよう、所定単位数の 95%を算定します。 

(12)利用者の過度な負担を軽減し、適切な利用安全確保の観点から、一部の福祉用具に関わる 

貸与と販売の選択制の導入に伴い、福祉用具貸与又は特性福祉用具販売のいずれかを利用者 

が選択できることについて、利用者等に対し、メリット及びデメリットを含め十分説明を行 

い、必要な情報提供や意思・専門員の意見を踏まえ提案を行います。 

 

 

 

相談受付場所 ・ ご利用者のご自宅、またはご利用者（ご家族）が指定される場所。 

・ 当事業所内の相談室。 

 

サービス担当者会議

の開催 

ご利用者にサービスを提供する指定居宅サービス事業所の担当者との

会議を開催し、常に提供するサービスの質の向上に努めます。 

 

第４条 利用料金 

（１）利用料金 

要介護と認定された方は、介護保険制度から全額給付され原則、自己負担はありません。 

＊但し、ご契約者の介護保険料の滞納等により、事業者が介護保険からサービス利用料金に

相当する給付を受領することができない場合は、下記のサービス利用料金の全額をいったん



 

 

お支払い下さい。 

 ・サービス利用者負担金額（１割）  単位 1：10円 

 

<加算体制> 

   加 算 加算額 内 容 

居宅介護支援費 Ⅰ 1086 単位 

Ⅱ 1411 単位 

要介護 1 又は要介護 2 

要介護 3、要介護 4 又は要介護 5 

※看取り期におけるサービス利用前の相談・調整等

に係る評価 

・看取り期のケアマネジメントについて、ケアマネ

ジメント業務を行なったものの、利用者の死亡によ

りサービス利用に至らなかった場合に、必要なケア

マネジメント業務や給付管理のための準備が行わ

れ、介護支援サービスが提供されたものと同等に取

り扱うことが適当と認められるケースについて、居

宅介護支援の基本報酬の算定が可能とする。 

特定事業所加算Ⅲ      323 単位 基準のいずれにも適合し、常勤専従の介護支援専門

員を 2 名以上配置していること 

・常勤の主任介護支援専門員を配置 

・利用者に関する情報又はサービス提供にあた 

って留意事項に関わる伝達等を目的とした会 

議を週１回程度に開催 

・24 時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じ 

て利用者等の相談に対応する体制を確保 

・介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施 

（他法人が運営する居宅介護支援事業所と共同 

の事例検討会実施、地域包括センターが実施する 

事例検討会への参加） 

・地域包括支援センターから困難事例を紹介され 

た場合においても当該支援が困難な事例に係 

わるものに指定居宅介護支援を提供 

 ・家族に対する介護等を日常的に行っている児童 

や、障害者、生活困窮者、難病患者等、高齢者以 

外の対象者への支援に関する知識に関する事例 

検討会、研修等に参加していること。 

・居宅介護支援費に係る特定事業所集中減算の 

適用を受けていない 



 

 

・指定居宅介護支援の提供を受ける利用者が介護 

支援専門員 1 名あたり 45 名未満である 

・法定研修等における実習受け入れ事業所になる 

など人材育成への協力体制の整備 

 ・必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支 

援サービス(インフォーマルサービスを含む)が 

包括的に提供されるような居宅サービス計画を 

作成していること。 

特定事業所医療介

護連携加算 

125 単位 ・前々度の 3 月から前年度の 2 月までの間におい 

て退院・退所加算の算定に関わる病院等との連携 

の回数情報提供を受けた回数)の合計が 35 回以 

上。 

・前前年度の 3 月から前年度の 2 月までの間にお 

いてターミナルケアマネジメント加算を 5 回以 

上算定。 

・特定事業所加算Ⅰ～Ⅲを算定していること 

入院情報連携加算 Ⅰ  250 単位 

Ⅱ  200 単位 

利用者が病院又は診療所に入院するに当たって、当

該病院又は診療所の職員に対して、情報を提供した

場合、一人につき一回を限度と算定 

Ⅰ) 利用者が入院した日のうちに情報提供 

Ⅱ) 利用者が入院した翌日または翌々日に情報提

供 

※事業所休業日営業終了後の入院は起算日翌日の

提供であっても加算可能。 

退院・退所加算 Ⅰイ 450 単位 

Ⅰロ 600 単位 

Ⅱイ 600 単位 

Ⅱロ 750 単位 

Ⅲ  900 単位 

当該病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設も

しくは介護保険施設に入所していた者が退院また

は退所する際、必要な情報提供を受けた上で、居宅

サービス計画を作成し、調整を行った場合 

Ⅰイ)情報提供をカンファレンス以外の方法により 

1 回受けている 

Ⅰロ)情報提供をカンファレンスにより 1 回受けて

いる  

Ⅱイ)情報提供をカンファレンス以外の方法により 

2 回受けている 

Ⅱロ) 情報提供を 2 回受けており、うち 1 回以上は

カンファレンスによること 

Ⅲ)情報提供を 3 回以上受けており、うち 1 回以上



 

 

はカンファレンスによること 

通院時情報連携加

算 

50 単位 利用者が医師または歯科医師の診察を受ける際に

同席し、医師または歯科医師等に利用者の心身の状

況や生活環境等の必要な情報提供を行ない、医師又

は歯科医師等から利用者に関する必要な情報提供

を受けた上で、居宅サービス計画に記録した場合。 

緊急時等居宅カン

ファレンス加算 

   200 単位 病院または診療所の求めにより、当該病院または診

療所の医師、看護師と共に利用者の居宅を訪問し、

カンファレンスを行ない、必要に応じて必要なサー

ビス利用の調整行なった場合、一人につき 2 回を限

度として所定単位数を加算。 

ターミナルケアマ

ネジメント加算 

 

 

   400 単位 在宅で死亡した利用者に対して、終末期の医療やケ

アの方針に関する当該利用者又はその家族の意向

を把握した上で、その死亡日及び死亡日前 14 日以

内に 2 日以上、当該利用者又は家族の同意を得て、

当該利用者の居宅を訪問し、心身状況等を記録し、

主治の意思及び居宅サービス計画に位置付けた居

宅サービス事業所に提供した場合は、1 月につき加

算。 

※看取り期における本人の意志を尊重したケアの

充実の為 

・「人生最終段階における医療・ケアの決定プロセ

スに関するガイドライン」等の内容に沿った取り組

みを行う。 

初回加算    300 単位 新規および要介護区分の 2 段階以上の変更認定を

受けた者に居宅サービス計画を作成した場合。 

 

（２）解約料 

お客様はいつでも契約を文書により解約することができ、一切料金はかかりません。 

第５条 サービスの利用方法 

（１） サービス利用開始 

まずは、お客様等で直接お申し込み下さい。当事業所の介護支援専門員がお伺いいたします。

契約を締結した後、サービスの提供を開始いたします。 

（２） サービス終了 

① お客様の都合でサービスを終了する場合 

・文書でお申し出下されば、いつでもサービスを終了できます。 

② 事業所の都合でサービスを終了する場合 



 

 

・不足などのやむを得ない事情により、サービスの提供を終了させていただく場合がござ

います。その場合は、１ヶ月前までに文書で通知するとともに、地域の居宅介護支援事

業所をご紹介いたします。 

③ 自動終了 

以下の場合は、双方の通知がなくても自動的にサービスを終了いたします。 

・お客様が介護保険施設等に入所された場合                           

・介護保険給付でサービスを受けていたお客様の要介護認定区分が、非該当（自立）と 

認定された場合 

・お客様がお亡くなりになった場合、介護保険の被保険者資格を喪失された場合。  

④ その他  

・当事業所が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反した場合、お客様

やご家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行った場合、または当社が破産した場

合には、お客様は即座にサービスを終了することができます。 

 ・お客様やご家族などが当事業所の介護支援専門員に対して、本契約を継続しがたいほ  

どの不信行為を行った場合は、文書で通告することにより、即座にサービスを終了させ

ていただく場合がございます。・地震・台風などの天災、その他事業所の責に帰すべか

らず事由によりサービスの実施ができなくなった場合は、事業所はお客様に対して 

サービスを終了させていただく場合がございます。  

 ・指定介護支援に対する利用者様・及びその家族からの苦情が迅速かつ適切に対応し、そ 

の際は当該苦情の内容等を記録させていただき必要な指導・改善を行ないます。 

 

第６条 事故発生時および緊急時の対応 

サービス提供中に事故が発生した場合は、速やかに市町村・主治医・救急隊・ご家族へ連絡

し、必要な措置を講じます。また、当該事故の状況および対応の経過について記録します。 

 

第 7 条 損害賠償 

サービス提供中に当事業所職員の過失により事故が起き、生命・身体・財産等に損害が発生

した場合は、所定の手続きを経て速やかに損害賠償を行います。また、事故発生後は、事故

の起こった要因を十分に検証し再発防止に努めます。 

 

第 8 条 守秘義務 

・サービス提供中に知り得たご利用者およびご家族の情報は漏らしません。 

・当事業所職員が在職中に知り得たご利用者およびご家族の情報を、退職後に漏らすことが

ないよう必要な措置を講じます。 

・同意を得ない限り、サービス担当者会議等においてご利用者およびご家族の個人情報を用

いません。 

 



 

 

第９条 記録の整備・閲覧 

・居宅介護支援サービスの提供に際して作成した記録、書類を完了日より 5 年間保存しま

す。 

 

第 10 条 利益収受の禁止等 

・事業者及び管理者は、居宅サービスの計画の作成または変更に関し、当該事業所の介護 

支援専門員に対して、特定の居宅サービス事業所等によるサービスを位置付けるべき旨の 

指示等を行いません。 

・介護支援専門員は居宅サービス計画の作成または変更に関し、利用者に対して、特定の居

宅サービス事業者等によるサービスを利用すべき旨の指示等を行ってはいけません。 

・事業者及び介護支援専門員は、利用者に対して居宅サービス事業所等から金品、その他の 

 財産上の利益を収受しません。 

 

相談・要望・苦情等の窓口 

居宅介護支援サービスに関するご相談・ご要望・苦情などは、下記担当窓口者までお申し出

ください。 

  （担当者）居宅介護支援事業所管理者： 砂川 雅恵  

  （連絡先）電話（０９８）９８８－８３３１ 

  （受付時間）月～金曜日 ８：３０ ～１７：３０ 

 

 

介護保険に関する苦情・相談窓口関係一覧 

  ※受付時間：下記参照（土・日・祝日・年末年始を除く） 

市町村等(介護保険担当) 

浦添市役所（代） いきいき高齢支援課 ０９８－８７６－１２３４ 

宜野湾市役所（代） 介護長寿課 ０９８－８９３－４４１１ 

西原町役場（代） 健康支援課 ０９８－９４５－４７９１ 

那覇市役所（代） ちゃーがんじゅう課 ０９８－８６２－９０１０ 

関係機関 

沖縄県こども生活福祉課 高齢者福祉介護樺 ０９８－８６６－２２１４ 

沖縄県介護保険広域連合 業務給付係 ０９８－９１１－７５０１ 

 

 

 

 

 

 



 

 

2 通を作成し、甲・乙記名捺印のうえ、各 1 通を保有するものとします。 

 

 

令和   年   月   日 

 

居宅介護支援サービスの提供にあたり、ご利用者に対して本書面に基づいて重要な事項を説

明しました。 

    

事業所（乙）  沖縄県浦添市西原１丁目１０番１号 ２Ｆ                

 

 居宅介護支援事業所 おれんじ  管理者  砂川 雅恵      

 

           説明者                    ㊞     

 

 同 意 書 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、本書面を受領しました。 

 

   利用者（甲）  住所                       

         

   氏名                    ㊞ 

    

代理人     住所                      

     

       氏名                    ㊞ 

 

       続柄                      


